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研究成果の概要（和文）：本研究は、東アジア先進国における基礎教育保障モデルの構築をめざした日韓比較研
究である。日韓基礎教育共同プロジェクト（https://asianet.jasbel.org/project）に研究面で並走するものと
して、３ケ年計画で進めた。日本と韓国の基礎教育に関する基本テキストとなる電子書籍の刊行、合宿型のワー
クショップから生まれた『日韓識字学習者共同宣言』は多言語発信した。日韓の特徴的な教材を翻訳し、解題を
付して公開した。以上のプロジェクトの総括論文も公表した。さらに、「日韓シンポジウム コロナ禍における
基礎教育の現状と展望」を開催し、基礎教育保障学会の学会誌に報告論文を掲載する。

研究成果の概要（英文）：This research is a comparative study between Japan and South Korea with the 
aim of constructing a model for guaranteeing adult basic education in advanced East Asian countries.
 It is a parallel project to the "Japan & Korea Basic Education joint Project " (https://asianet.
jasbel.org/project) in terms of research. An electronic book that serves as a basic text on basic 
education in Japan and Korea was published, and the " Joint Declaration of Korea-Japan Literacy 
Learners," which was born out of a camp-type workshop, was disseminated in multiple languages. 
Distinctive teaching materials from Japan and Korea were translated, annotated, and published. A 
summary paper of this projects was also published. Furthermore, the "Japan-Korea Symposium: Current 
Situation and Prospects of Basic Education in the COVID‐19" was held, and a report paper will be 
published in the journal of the JASBEL.

研究分野： 成人基礎教育

キーワード： 基礎教育　識字　韓国　文解教育　夜間中学　識字運動　地域日本語教室
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日韓の組織的な交流活動により、多くの知見を共有することができた。研究成果のひとつであるブックレット
は、日韓の基礎教育を理解するうえでの基本テキストになろう。また、教材翻訳事業は、教材開発の視点や活用
場面も含めて紹介しあったたことで、日韓双方の実践や研究において示唆をもたらす。日韓の学習者が合宿型の
ワークショップで語りあった言葉をもとに生まれた『日韓識字学習者共同宣言』は、国際的みても貴重なもので
ある。これらの成果は、本研究のメンバーが中心となって、取り組んだものである。
以上の国際協同を遂行する上で直面した課題やそれを乗り越えるための思考錯誤も貴重な実践知であり、言語化
し、発信することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

（１）看過されるアジア先進国における基礎教育保障問題 

基礎教育とは、識字教育を中核とした「人が人として尊厳をもって社会を主体的に生きていく

ために不可欠な知識と技能を習得するための基礎的な教育」である。これまでアジアの基礎教育

保障問題は、発展途上国の問題として認識されてきた。しかし、経済的発展を遂げ、学校教育制

度が普及した日本や韓国のような国では、経済的事由や移民等により、教育機会から排除された

人々の学び直し支援等、先進国特有の課題が浮上している。 

 

（２）日韓における基礎教育保障の現状 

日本の国勢調査における「未就学者」数は、 

128,187 名である（2010 年度）。この数字には、新

制中学校中退者は含まれておらず、義務教育未修

了者は百数十万人に及ぶと推計されている。高齢

層の死去に伴って総数は減少しているものの、若

年層はむしろ増加傾向にある（図１）。さらに、「形

式卒業者」を加味すると問題の深刻さが浮かび上

がってくる。こうした学びから排除された若者た

ちが生活困窮のリスクを抱えることは容易に想

像できよう。        

韓国社会においても、基礎教育保障問題は深刻

である。国立国語院は、全人口の約７％が日常生活に必要な読み書き能力が不足していると述べ

（2008 年）、統計庁は約 15.7％が成人文解教育（識字）の潜在的需要者であると推測している

（2010 年）。近年、多文化化する韓国社会では、社会的包摂の面からも基礎教育の必要性が説か

れている（金［2016］）。 

 

（３）現場が抱える課題や文脈の共通性 

日韓両国ともに、戦争や差別などにより教育機会を奪われた従来の高齢学習者層に加えて、グ

ローバル化や現代の貧困・格差などにより若年学習者層も増加している状況にある。前者につい

ては、スタッフも含めた参加者の高齢化に直面している（菅原[2016]）。 

後者については、貧困の世代間連鎖を食い止めるためにも基礎教育の重要性は社会的に関心

が高まりつつあるが「新しい経験」であり、試行錯誤の日々が続いている。先進国における基礎

教育保障問題は、基礎学力保障のみならず、他者や社会への信頼の回復、自己肯定感の向上、育

児や就労の知識や技能の獲得など教育・福祉・労働・市民的権利の保障にまたがる複合領域とし

て現れる。欧米の経験を紹介する研究もあるが（上杉[2013]など）、支援の実際においては、教

育制度、労働慣行、家族形態などアジア特有の文脈を考慮した対応が求められてくる。社会的文

脈の近い東アジアの先進国における比較研究が必要となる。 

 

２．研究の目的 

本研究は、東アジア先進国における基礎教育モデルの構築にむけた基礎資料となる日韓両国

の実践知を整理・比較分析する。具体的には、次の４つの作業を行う。 

図１「未就学者」の変遷（日本） 

図１ 日本の未就学者の推移（添田 2018） 



①日韓における基礎教育保障政策動向と実践現場からの評価や要望の収集・分析 

②日韓における教材及び教材開発に関する実践知の整理・分析 

③日韓におけるスタッフ養成と研修に関する実践知の整理・分析 

④日韓における領域横断的なプラットホームづくりのあり方の整理・分析 

 

３．研究の方法 

（１）研究の推進体制 

東アジア先進国における基礎教育保障モデルの構築のためには、議論の土台となる基礎資料

の蓄積が不可欠である。本科研では、日韓の実践知の相互交流を目的とした 2017 年度トヨタ財

団国際助成プロジェクト「躍動するアジアにおける基礎教育保障のための共同探究ネットワー

クの構築」（以下、日韓基礎教育共同プロジェクト）に研究面で並走させることで、政策、教材、

スタッフの養成と研修に関する知見及び領域横断的なプラットホームづくりのあり方を整理・

分析していく。本研究の推進体制を図２に示した。 

日韓基礎教育共同プロジェクトは、日本と韓国の双方に情報や人的ネットワークの結節点と

しての「ハブ機関」を設定して、活動を行った点に特徴がある。日本の基礎教育保障学会と韓国

の全国文解・基礎教育協議会の協力を軸に、2017 年 11 月から 2019 年 11 月にかけて相互交流活

動を行った。 

基礎教育保障学会は、2016 年に設立された夜間中学、自主夜間中学、被差別部落の識字学級、

地域日本語教室、障害者の継続教育、生活困窮世帯の学習支援等の研究者と実践者が集う学術研

究団体である。（https://jasbel.org/）。本科研のメンバーの多くが、理事等を務めている。 

全国文解・基礎教育協議会は、1999 年に設立されたネットワーク組織である。識字・成人基

礎教育に関する社会的支援システムの整備、識字教育の専門家養成、市民教育プログラムの開発

と実施、識字教育機関に対するコンサルティングを行っている。ソウル、京畿、忠清、釡山、恵

南、全羅に支部をもつ（https://literacy1999.org/及び http://cafe.daum.net/literacy2007）。 

 

図２ 本研究の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本研究を遂行する上での推進体制を表１に示した。それぞれの得意分野をもとに、各調査の主

担当と副担当を割り振った。添田は自主夜間中学に、森と棚田は被差別部落の識字学級に、新矢

は地域日本語教室に詳しい。金は、全国文解・基礎教育協議会をはじめ韓国の基礎教育関係者に

人脈を有し、肥後は韓国で博士号を取得している。長岡は、アジアの成人女性の識字教育に詳し

い。上杉は、基礎教育保障学会会長（当時）である。韓国側からも、キム・インソク代表をはじ

め、韓国の識字教育を牽引する方々に協力いただいた。 



表１ 本科研の推進体制 

 
４．研究成果 
（１）成果の概要 

本科研は、日韓基礎教育共同プロジェクトに研究面で並走させたものである。ブックレット刊

行事業、教材翻訳事業、学びあい交流事業の集大成である『日韓学習者共同宣言』等の成果物は、

すべて特設ホームページで無料公開している（http://asia-net.jasbel.org/project）。加えて、

国際協同を進めていく過程もわかるように、定例会議の記録に加えて、トヨタ財団に提出した報

告書、実施報告書及び「変化の記録」も公開している。主な成果物は次の通りである。 

・ブックレット『日本における識字・成人基礎教育の展開と課題』（A４判 107 頁）。 

・ブックレット『韓国における識字・基礎教育の展開と課題』（A４判、105 頁。） 

・上記２冊の韓国語版。 

・パンフレット『日韓識字学習者共同宣言』 

・日韓識字学習者共同宣言づくりワークショップの記録動画 日本側作成版その１ 

・日韓識字学習者共同宣言づくりワークショップの記録動画 韓国側作成 

・日韓識字学習者共同宣言づくりワークショップの記録動画 日本側作成版その２ 

・日韓識字学習者共同宣言の発表・採択の記録動画 韓国側作成 

・解題「教材翻訳プロジェクトの趣旨」  

・解題「韓国の成人識字教科書の特性および開発現況」 

・教材翻訳 韓国教育部・国家平生教育振興院開発教科書『望み』小学校課程 第１段階 

・教材翻訳 韓国教育部・国家平生教育振興院開発教科書『学び』小学校課程 第２段階 

・教材翻訳 韓国教育部・国家平生教育振興院開発教科書『智恵』小学校課程 第３段階 

・教材翻訳 教師用指導書  

・教材翻訳 民間団体開発の教科書 識字学習者 治癒の人文学教材 

・教材翻訳 民間団体開発の教科書 様々な人権物語 

・教材翻訳 民間団体開発の教科書 おばあちゃんが聞かせる絵本  

・教材翻訳 内山一雄「被差別部落の識字運動―その歴史と課題」の韓国語訳 

・教材翻訳 解題 内山一雄「被差別部落の識字運動―その歴史と課題―」 

・教材翻訳 えんぴつ作文 

・教材翻訳 解題 えんぴつ作文 

名前（所属） 本科研における役割 

添田祥史（福岡大学） 全体統括、【調査①】主担当 

森実（大阪教育大学） 【調査②】主担当、【調査④】分担 

新矢麻紀子（大阪産業大学） 【調査③】主担当、【調査④】分担 

長岡智寿子（田園調布学園大学大学） 【調査⑤】主担当、【調査④】分担 

金侖貞（首都大学東京） 韓国との連絡調整、【調査④】主担当 

肥後耕生（豊岡短期大学） 通訳・翻訳、【調査④】分担 

上杉孝實（京都大学名誉教授、基礎教育学会会長（当時） 連携研究者 

棚田洋平（部落解放・人権研究所） 連携研究者 

キム・インソク（全国文解・基礎教育協議会代表） 協力者（韓国側） 

ムン・ゾンソク（青い人々代表） 協力者（韓国側） 

アン・ジンヒョン（サムソン実業学校校長） 協力者（韓国側） 



・教材翻訳 識字・日本語教材『春夏秋冬』 

・解題 識字・日本語教材『春夏秋冬』 

以上のプロジェクトに研究面で並走させた本科研は、毎年、日本社会教育学会及び基礎教育保

障学会の自由研究発表において中間報告を共同発表し、プロジェクトを分析的に総括した論文

として上杉他（2020）、添田（2022）を公表している。さらに、延長した４年目に開催した「日

韓シンポジウム コロナ禍における基礎教育保障の現状と展望」は、『基礎教育保障学研究』第６

号に報告が掲載される予定である。その他、科研メンバーによる関連する研究成果も多数ある。 

 当初は、３年計画であったが、コロナ禍により研究活動が停止してしまったため、１年間の延

長申請を行った。補足調査や研究継続にむけた打ち合わせのための訪韓を予定していが、移動規

制が解除されなかったため、「日韓シンポジウム コロナ禍の基礎教育保障の現状と展望」を開催

した。当日は、日韓合計約 100 名の参加があった。当日の報告は、『基礎教育保障学研究』第７

号に掲載が決定している。 

 
（２）全体総括 

最後に、本研究の独自性を改めて確認しつつ、総括したい。 

第一に、本科研及び日韓基礎教育共同プロジェクトは、これまで発展途上の問題として捉えら

れてきたアジアの基礎教育保障問題に、「アジアの先進国」という新たな視点を提起したもので

あった。日本や韓国の経験を言語化していく作業は、めざましい経済発展を遂げるアジアの他の

国々にとっても貴重な知見の備えとなる。成果物は、すべて無料公開しており、『日韓学習者協

同宣言』は英語版も用意した。 

第二に、研究成果の実践現場への波及経路を確保している点である。本科研は、基礎教育保障

学会の活動との連携・協力関係のもとで遂行される。同学会は、研究者のみならず実践者や行政

関係者、そして、当事者も参画する新しいタイプの学会である。とくに、最終年度で開催した日

韓シンポジウムにおいて、韓国の識字教育の現場における ICT の活用した学習支援の創意工夫

と課題が提示されたが、これらは日本社会の今後を見据える上で大変示唆に富むものである。 

第三に、収奪型ではない互恵的な比較研究をめざした点にある。日本国内の政策動向分析や夜

間中学、識字学級、地域日本語教室の訪問調査で得た知見は、基礎教育保障学会が主導するトヨ

タ財団助成を受けた実践知の日韓交流プロジェクトを通して韓国側に提供された。 
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